












たのは､ 務台理作 (東京文理科大学学長) であった｡ 教員養成における開放制の原則の確立に向けた道
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てよいであろう｡ と言うのも､ 教育の自立を確かなものとするうえで､ 豊かな一般教養と高度の専門的
教養を土台にして創造的な教育を展開することのできる教員の養成を欠くことができないからである｡
そのような意味において､ はやくも1950年代より次第にその姿を現しつつも(４)､ 20世紀末における














て､ 一般大学においてとりわけ ｢教科に関する専門科目｣ の内容や履修方法をめぐって少なからぬ混乱
が見られた(９)戦後日本の教員養成制度は､ 一定の整備が図られた点において画期をなすものであった｡
すなわち､ ｢文部大臣が教育職員養成審議会に諮問して､ 免許状授与の所要資格を得させるための課
程として適当と認められる課程｣ を設置した大学・学部においてのみ､ ｢教職に関する専門科目｣ と
｢教科に関する専門科目｣ の単位を学生が修得することを認めるとする課程認定制度が発足したのであ
る｡ こうしてわが国は､ 国・公・私立のいずれを問わず､ 教職課程として認定された大学であればすべ
てその大学において教員養成を行うことが可能となったのである｡
戦後日本の教員養成が､ 以後このような課程認定制度の下で進められ､ 認定大学に対して ｢教育課程､
教員組織等について､ その維持向上に努めること｣ (認定通知書) を促してこんにちに至っているので
ある｡
戦後日本の教員養成が､ 開放制原則の下で､ 高等教育機関としての各大学における自主的努力に委ね












これを現行の教育職員免許法施行規則 (以下､ これを免許法施行規則と言う｡) が規定する ｢教職に










１級 ４ ４ 16 ４
２級 ２ ２ 12 ４
中
１級 ３(２) ３(２) ３(２) ２(１)
２級 ２(２) ２(２) ２(１) ２
高
１級 ３(２) ３(２) ３(２) ２(１)
２級 ３(２) ３(２) ３(２) ２(１)
(海後宗臣編 『教員養成』 東京大学出版会､ 1971年､ より転載｡)
【表２】教職に関する専門科目最低修得単位数 (1959年)




































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































ているからである｡ しかし､ そこでなお見逃し得ぬ重要な問題は､ いわゆる教職教養に関するカリキュ








関係の深い科目が､ 各欄にまたがって設定されていることが明らかである｡ たとえば､ 【表４】におけ
る第二欄の ｢教職の意義等に関する科目｣ が第三欄の ｢教育の基礎理論に関する科目｣ と内容的にきわ
めて密接にかかわっていることが明瞭である｡ そのことはまた､ 第四欄の ｢教育課程及び指導法に関す
る科目｣ と ｢生徒指導､ 教育相談及び進路指導等に関する科目｣ の関係についても同様である｡ しかし､
施行規則には特に明示されてはいないものの､ このふたつの科目を統合してひとつの授業科目として開
設することは許されていないことに注意すべきである｡










これを端的に示しているもののひとつは､ 教職に関する科目としての ｢道徳の指導法｣ であろう｡ そ
の原型が､ ｢道徳教育の研究｣ (２単位) であり､ それが義務教育諸学校における ｢道徳｣ の時間の特設
(1958年) に伴い登場したことはよく知られているところである (前掲【表２】参照)｡ ｢道徳｣ の特設
が公教育におけるいわゆるライシテ (lacite) の原則に照らして厳密に考えられるべき重要な問題であ
る(11)が､ 今ここでの問題は､ その ｢道徳教育の研究｣ が､ 1989年における免許法施行規則の改正によっ
て ｢道徳教育に関する科目｣ へと､ そしてさらに1998年の免許法施行規則改正によって ｢道徳の指導法｣
へと名称が変更されたことである｡
われわれは､ その変更が単なる表記上の問題として済ますことのできない重大な問題を含んでいるこ











除することを示唆するものである｡ 換言すれば､ 小・中学校のそれぞれに厳然と存在している特設 ｢道
徳｣ の時間が憲法との関係において重大な問題を孕んでいることや学校教育におけるカリキュラム上の































たしていかなる意味を持ち得るのであろうか｡ ｢教職課程認定大学実地視察規程｣ は､ その趣旨を次の
ように記している｡
｢教員の免許状授与の所要資格を得させるための大学の課程 (以下 ｢教職課程｣ という｡) の水
準の維持・向上を図るため､ 必要に応じ､ 教員免許課程を有する大学に対して､ 実地視察を行う｡｣
さらにまた､ 実地視察の方法について次のように規定している｡
｢実地視察は､ 教職課程認定基準 (以下 ｢認定基準｣ という｡) 及び教職課程認定審査の確認事











会刊行の 『教職課程担当者のための手引き』 (第４分冊 ｢教職課程認定大学実地視察報告書から見た科



































｢教師の最高の力量は､ ただ自由な雰囲気においてのみ十分に現わされる(19)｣ とは､ 戦後教育改革
の在り方を模索していた日本に対する第一次アメリカ教育使節団の指摘であった｡ 戦後日本の教員養成










(１) 拙著 『教育学への道』 文化書房博文社､ 2008年､ 第四章を参照のこと｡
(２) 森有禮 ｢福井中学校において郡長及び常置委員に対する演説｣ 明治20年11月６日 (『森有禮全集』
第一巻､ 宣文堂書店､ 1972年､ 569ページ｡)
(３) 1946年 ｢教育刷新委員会第七回総会議事速記録｣ (日本近代教育史料研究会編 『教育刷新委員会・
教育刷新審議会会議録』 第一巻､ 岩波書店､ 1995年､ 146ページ｡)





(５) 大学院修学休業制度の創設 (2000年)､ 教職大学院の創設 (2008年開設)､ ｢教職実践演習｣ (教職
に関する科目) の新設 (2009年)､ 教員免許更新制の施行 (2009年) 等々｡
(６) 前掲拙著 『教育学への道』 第四章を参照のこと｡
(７) 海後宗臣編 『教員養成』 東京大学出版会､ 1971年､ 129ページ｡
(８) 寺崎昌男ほか 『教員養成の歴史と構造』 明治図書､ 1974年､ 273ページ｡
(９) 寺崎昌男ほか前掲 『教員養成の歴史と構造』 273ページ｡
(10) たとえば､ 課程認定審査内規において2007年度以降､ シラバス提出の必要性が明記されるに至っ
たことは､ 講義内容への介入の危惧を抱かせることを否定し得ない｡ さらにまた､ ｢教職実践演習｣
の創設に際して､ その科目名称ならびに履修年度を特定したことなども､ 大学設置基準の大綱化の
精神とは著しく反するものといわねばならない｡
(11) コンドルセ (渡辺誠訳) 『革命議会における教育計画』 岩波書店､ 1972年｡
(12) 拙稿 ｢大学における開放制教員養成のもとでの教育実習｣ (『大学における教育職員の養成』 立正
大学心理学研究所紀要別冊 創刊号 2006年)
(13) 大学設置基準の大綱化がこんにちの大学にもたらしている弊害についてこれを逐一あげようとす






























(15) 教師における実践力の涵養は､ 1997 (平成９) 年の教養審第一次答申以来つとにその重要性が力
説されている (たとえば2006年における中教審の答申 ｢今後の教員養成・免許制度の在り方につい
て｣ では､ ｢教員として最小限必要な資質能力｣ とは次のとおりとしている｡ すなわち､ ｢教職課程
の個々の科目の履修により修得した専門的な知識・技能を基に､ 教員としての使命感や責任感､ 教
育的愛情を持って､ 学級や教科を担任しつつ､ 教科指導､ 生徒指導の職務を著しい支障が生じるこ




(16) 2009年度に実施された立正大学についても､ その内容は当然のことながら､ 『教職課程担当者の
ための手引き』 (第４分冊 ｢教職課程認定大学実地視察報告書から見た科目開設上の注意点｣ 2008
年) に記されたものとほぼ同一である｡
(17) 1946年 ｢教育刷新委員会第七回総会議事速記録｣ 第一巻､ 140ページ｡
(18) 1946年 ｢教育刷新委員会第七回総会議事速記録｣ 第一巻､ 146ページ｡
(19) Report of the United States Education Mission to Japan, 1946.
(20) 教師の ｢資質｣ 向上の問題については､ 前掲の拙著の第四章 (126－127) ページを参照のこと｡
本研究は､ ｢大学教育と教員養成｣ のテーマで2006年度から2008年度にかけて行われた心理学研究所
共同研究の一部である｡
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